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複数の傾斜地を考慮した携帯電話の電波伝搬損失特性の検討 
 

林 和貴†1 平井 尊教†2 新 浩一†1 西 正博†1
 

秦 正治†2 市坪 信一†3 冨里 繁†2 吉田 彰顕†1
 

 

スマートフォンの普及が進んでいる移動通信では小セルによるサービスエリアの展開が図られており，山地が多い我

が国では傾斜地を考慮することが重要である．しかし，傾斜環境における伝搬損失特性は明らかにされていない．本

研究では，基地局と移動局の距離が 1kmと短い傾斜地における市街地伝搬損失推定式の補正を目的として，広島市・
岡山市・北九州市の異なる傾斜環境下で電波測定を行った．その結果，伝搬損失の推定には各傾斜地の傾斜環境を考

慮する必要があることがわかった．この傾斜環境と伝搬損失との特性を明らかにするとともに，市街地伝搬損失推定

式への補正を検討した．  
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The service area of mobile communication by using small cell such as microcell or femtocell is widespread with 
the rapid growth of smartphones. It is important to consider slope areas in the radio link design since there are 
many mountains in Japan. However, radio propagation characteristics of the mobile systems in slope areas are not 
clear.  In this study, we tried to correct the propagation loss formula in urban area to fit into slope area within the 
distance of 1km from the base station. We measured mobile radio waves under different slope environments in 
Hiroshima, Okayama and Kitakyusyu. As a result, it was clarified that it was necessary to consider the difference 
of characteristic of each slope area in order to estimate the propagation path loss. We clarified the relationship of 
the characteristic of slope area to the propagation path loss. And, we studied applicability of this relationship to 

correct the formula for slope areas. 

 

 

1. はじめに   

今日，スマートフォンの普及に加えて，ソーシャルメデ

ィア，ビデオストリーミングなどのサービス拡大により，

データトラフィックが急増している．トラフィックの増大

に対応するため，高速かつ大容量な移動通信システムであ

る LTE(Long Term Evolution)が 2010 年より導入された[1]．

また，マイクロセルやピコセル，フェムトセルといった小

さなセルの基地局によりサービスエリアを構成することで

屋内外の通信品質の改善も図られている[2]．このような小

セルで構成される無線回線設計には，基地局からの距離が

0.1~3km 程度における伝搬損失の推定が必要となる[3][4]． 

さらに，我が国の国土は約 7 割を山地と丘陵地が占めて

いるため，住宅地が傾斜地にある場合が多い．よって携帯

電話のサービスエリアの展開には，傾斜地における電波伝

搬特性の考慮が必要となる．しかし，傾斜環境における伝

搬損失特性は明らかにされていない． 

伝搬損失の推定にはCOST231-WIモデル[5]やLeeモデル[6] 
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図 1 測定エリア(あさおか台)の概観 

 

があるが，本研究では一般に無線回線設計に用いられてい

る市街地伝搬損失推定式 [7]に着目した．本推定式は

1~20km という範囲の平地での伝搬損失を推定するもので

ある．そこで新たに，基地局からの距離が 1km以内と短い

傾斜地に本推定式を適用できるよう，その補正項を導出す

るため，広島市・岡山市・北九州市にあるそれぞれの傾斜

団地にて携帯電話の電波測定を行い，それぞれの環境を考

慮した伝搬損失特性を検討した．  
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2. 測定エリアと測定方法 

2.1 あさおか台 

広島の測定エリアであるあさおか台の概観を図 1 に示す．

ここで，あさおか台は基地局からみて南方向が上りの傾斜

団地となっているが，団地の東側と西側で傾斜環境が大き

く異なっていたため，便宜上，緩やかな傾斜であった東側

をあさおか台(緩)，急な傾斜であった西側をあさおか台(急)

と表記する． 

あさおか台(緩)は基地局から約 200m までが平坦地であ

り，それ以遠が平均斜度 4.9 度の傾斜地である．住宅地は

傾斜地上の約 570mの範囲に形成されている． 

あさおか台(急)は基地局から約 250m までが平坦地であ

り，それ以遠が平均斜度 8.3 度の傾斜地である．住宅地は

傾斜地上の約 400mの範囲に形成されている． 

2.2 半田山 

岡山の測定エリアである半田山の概観を図 2 に示す．半

田山は基地局から約 250m までが平坦地であり，それ以遠

が平均斜度 4.8 度の傾斜地である．住宅地は傾斜地上の約

530mの範囲に形成されている． 

2.3 志井鷹羽台 

北九州の測定エリアである志井鷹羽台の概観を図 3 に示

す．志井鷹羽台は基地局から約 240mまでが平坦地であり，

それ以遠が平均斜度 4.9 度の傾斜地である．住宅地は傾斜

地上の約 550m の範囲に形成されている． 

また，これら 4 カ所どの傾斜地においても，多くの建造

物は 2 階建ての住宅であるため，典型的な傾斜地上の住宅

地といえる． 

2.4 測定方法 

 表 1 に示すように基地局の地上高はそれぞれあさおか台

が 50.5m，半田山が 37.9m，志井鷹羽台が 38.0m である．

受信レベルの測定には市販のエリアテスタを用いて，基地

局から常時送信される共通パイロットチャネルを対象とし

て測定を行った．ここで携帯機の使用状況や市街地伝搬損

失推定式への適応を考慮し，各測定点における測定器のア

ンテナの高さは地面から約 1.5m とした．さらに，斜面の

起伏による高さの変化や，家屋などの遮蔽物および道路の

間隔による受信レベルの変動を考慮し，測定間隔はあさお

か台・半田山を 5m，志井鷹羽台を 10m とした．各測定点

において 3 秒間隔で 10 回測定を行い，受信レベルの平均値

をその地点の測定値とした． 

 

表 1 測定の主な諸元 

 

 

 

図 2 測定エリア(半田山)の概観 

 

 

図 3 測定エリア(志井鷹羽台)の概観 

3. 移動伝搬特性の評価 

 

図 4 受信レベルマップ(あさおか台) 

 

3.1 あさおか台 

 あさおか台の測定エリアの受信レベル分布を図 4 に示す．

図 4 より，基地局からの距離による受信レベルの減衰が確

認できた．また，他の測定エリアと比較し全体的に受信レ
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ベルが高い要因として，あさおか台の測定エリアは建物の

密集度が低く，基地局からの見通しがある地点が多かった

ことが考えられる． 

 図 5，図 6 に測定結果として，基地局からの距離と伝搬

損失の散布図を示す．また，これらの関係を最小二乗法に

より次式のように導出した．あさおか台(緩)では 

𝐿𝑠𝑚𝑎𝑔 = 24.81 log(𝑑) + 107.13   (1) 

となり，距離の約 2.5 乗で減衰していることが確認できた．

また，あさおか台(急)では 

𝐿𝑠𝑚𝑎𝑠 = 68.85 log(𝑑) + 130.48   (2) 

となり，距離の約 6.9 乗で減衰していることが確認できた． 

 

 

図 5 伝搬損失の距離特性と市街地伝搬損失推定式 

(あさおか台(緩)) 

 

図 6 伝搬損失の距離特性と市街地伝搬損失推定式 

(あさおか台(急)) 

 

3.2 半田山 

 半田山の測定エリアの受信レベル分布を図 7 に示す．図

7 より，基地局の北方向に受信レベルの高い地点が多いこ

とが確認でき，また，基地局から距離のある北東方向にも

受信レベルの高い地点が多くみられる．これは基地局アン

テナが北および北東方向に向けてあることに加え，標高が

高くなるに従い見通しが良くなる地点があることが要因と

して考えられる． 

 

図 7 受信レベルマップ(半田山) 

 

図 8 伝搬損失の距離特性と市街地伝搬損失推定式 

(半田山) 

 

図 8 に測定結果として，基地局からの距離と伝搬損失の

散布図を示す．また，これらの関係を最小二乗法により次

式のように導出すると， 

𝐿𝑠𝑚ℎ = 28.83 log(𝑑) + 118.02   (3) 

となり，距離の約 2.9 乗で減衰していることが確認できた． 

 

3.3 志井鷹羽台 

 志井鷹羽台の測定エリアの受信レベル分布を図 9 に示す．

図 9 より，南北に走る道路にと比較し東西に走る道路の方

が受信レベルの高い地点が多いことが確認できた．これは，

南北に走る道路は基地局からの見通しがあるのに対し，東

西に走る道路においては家屋等が遮蔽物となるため見通し

がなくなることが要因として考えられる． 
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図 9 受信レベルマップ(志井鷹羽台) 

 

図 10 伝搬損失の距離特性と市街地伝搬損失推定式 

(志井鷹羽台) 

 

図 10 に測定結果として，基地局からの距離と伝搬損失

の散布図を示す．また，これらの関係を最小二乗法により

次式のように導出すると， 

𝐿𝑠𝑚𝑠 = 33.32 log(𝑑) + 112.52   (4) 

となり，距離の約 3.3 乗で減衰していることが確認できた． 

 

4. 伝搬損失特性の導出 

 市街地伝搬損失推定式𝐿𝑝[dB]は，周波数を𝑓[MHz]，基地

局のアンテナ高をℎ𝑏[m]，基地局と移動局の距離を𝑑[km]と

すると次式で示すことができる[7]． 

  𝐿𝑝[dB] = 69.55 + 26.16 log(𝑓) − 13.82 log(ℎ𝑏)     

               −𝑘(ℎ𝑚) + (44.9 − 6.55 log(ℎ𝑏))log(𝑑) (5) 

 

なお，移動局のアンテナ高ℎ𝑚[m]については，ℎ𝑚 = 1.5[m]

のとき，𝑘(ℎ𝑚) = 0[dB]となる．ここで，本測定エリアは純

粋な市街地ではなく，環境は郊外地に近い特性を持ってい

ると考えられるため，市街地伝搬損失推定式の郊外地補正

を適用する（郊外地補正を適用した市街地伝搬損失推定式

を以下では郊外地伝搬損失推定式とする）．郊外地伝搬損失

推定式𝐿𝑝𝑠[dB]は，市街地伝搬損失推定式𝐿𝑝[dB]と周波数

𝑓[MHz]を用いて次式で示すことができる[7]． 

𝐿𝑝𝑠[dB] = 𝐿𝑝 − 2{log(𝑓/28)}2 − 5.4  (6) 

本研究では表 1 に示すパラメータを上記の郊外地伝搬損

失推定式に適用し，実測値との差を検討した． 

4.1 あさおか台 

 あさおか台における郊外地伝搬損失推定式は 

𝐿𝑝𝑠[dB] = 33.74 log(𝑑) + 120.49  (7) 

となり，図 5，図 6 の点線で示す．ここで式(7)を式(1)と比

較すると式(7)が約 3.3 乗に比例して減衰するのに対し，式

(1)は約 2.5 乗に比例して減衰しており，定数項の差も約

13dB あることが確認できた．同様に，式(7)と式(2)を比較

すると式(7)が約 3.3 乗に比例して減衰するのに対し，式(1)

は約 6.9 乗に比例して減衰しており，定数項の差も約 10dB

あることが確認できた． 

4.2 半田山 

 半田山における郊外地伝搬損失推定式は 

𝐿𝑝𝑠[dB] = 34.56 log(𝑑) + 122.21  (8) 

となり，図 8 の点線で示す．ここで式(8)と式(3)を比較する

と式(8)が約 3.5乗に比例して減衰するのに対し，式(3)は 2.9

乗に比例して減衰していることが確認できた． 

4.3 志井鷹羽台 

 志井鷹羽台における郊外地伝搬損失推定式は 

𝐿𝑝𝑠[dB] = 34.55 log(𝑑) + 122.19  (9) 

となり，図 10 の点線で示す．ここで式(9)を式(4)と比較す

ると定数項の差が約 10dB あることが確認できた． 

4.1 節，4.2 節，4.3 節のように，測定による式と市街地

伝搬損失推定式の郊外地補正に差が生じた要因は，傾斜地

という環境が影響しているためと考えられる．よって，傾

斜地に市街地伝搬損失推定式を適用するには，郊外地補正

に加え，傾斜地を考慮した補正を行う必要がある． 

そこで，上記の伝搬損失推定式の補正を行うにあたり，

基地局のアンテナの先端と測定点のなす垂直面角度𝜃𝑚(傾

斜地)[8][9][10]と𝜃𝑚𝑓 (平坦地)を用いる補正法について検討

した． 
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図 11 基地局アンテナと測定点のなす垂直面角度 

 

5. 垂直面角度差分補正法の適用 

 本研究では郊外地伝搬損失推定式に傾斜地補正項𝐾𝑠[dB]

を加える補正法の検討を行った．この場合，傾斜地におけ

る伝搬損失𝐿𝑠[dB]は郊外地伝搬損失推定式𝐿𝑝𝑠[dB]を用い

て次式で示すことができる． 

𝐿𝑠[dB] = 𝐿𝑝𝑠 − 𝐾𝑠   (10) 

ここで図 11 に示すように基地局のアンテナの先端と傾斜

地における各測定点のなす垂直面角度を𝜃𝑚，同じ距離で平

坦地を仮定したときの基地局からの垂直面角度を𝜃𝑚𝑓とし，

これらの差分をパラメータに用いたときの補正項について

考察した． 

基地局のアンテナ高をℎ𝑏[m]，基地局からの距離を𝑑[m]

とするとき，測定点の高さℎ𝑠[m]は𝜃𝑚を用いて次式で示す

ことができる． 

ℎ𝑠[m] = ℎ𝑏 + 𝑑 tan(𝜃𝑚)   (11) 

また，傾斜地のときの垂直面角度𝜃𝑚[mrad]はℎ𝑠，ℎ𝑏および𝑑

を用いて次式で示すことができる． 

𝜃𝑚[mrad] = −(103𝜋/180) tan−1((ℎ𝑏 − ℎ𝑠)/𝑑) (12) 

さらに，平坦地のときの垂直面角度𝜃𝑚𝑓[mrad]はℎ𝑠，ℎ𝑏，お

よび𝑑を用いて次式で示すことができる． 

𝜃𝑚𝑓[mrad] = −(103𝜋/180) tan−1( ℎ𝑏/𝑑)  (13) 

ここで，垂直面角度の差分𝜃𝑚𝑑[mrad]は次式で示すことがで

きる． 

𝜃𝑚𝑑[mrad] = 𝜃𝑚 − 𝜃𝑚𝑓    (14)  

= −(103𝜋/180){tan−1((ℎ𝑏 − ℎ𝑠)/𝑑)    

− tan−1( ℎ𝑏/𝑑)}                 (15) 

𝜃𝑚𝑑は基地局と各測定点との相対的な位置関係を補正に反

映するパラメータである．測定により求めた各測定点におけ

る伝搬損失と郊外地伝搬損失推定式による伝搬損失の差分 

 

図 12 伝搬損失差分と垂直面角度の関係(あさおか台(緩)) 

 

 

図 13 伝搬損失差分と垂直面角度の関係(あさおか台(急)) 

 

 

図 14 伝搬損失差分と垂直面角度の関係(半田山) 

 

 

図 15 伝搬損失差分と垂直面角度の関係(志井鷹羽台) 
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である補正項𝐾𝑠と，垂直面角度差分𝜃𝑚𝑑の関係を図 12～図

15 に示す．また，線形近似により次式の通りに導出した．

それぞれ，式(16)があさおか台(緩)，式(17)があさおか台(急)，

式(18)が半田山，式(19)が志井鷹羽台を示している． 

𝐾𝑠𝑎𝑔[dB] = 0.09𝜃𝑚𝑑𝑎𝑔 + 8.18         (16) 

𝐾𝑠𝑎𝑠[dB] = −0.12𝜃𝑚𝑑𝑎𝑠 + 14.88        (17) 

𝐾𝑠ℎ[dB] = −0.04𝜃𝑚𝑑ℎ + 3.67         (18) 

𝐾𝑠𝑠[dB] = −0.03𝜃𝑚𝑑𝑠 + 10.20         (19) 

ここで，垂直面角度の差分𝜃𝑚𝑑と基地局から測定点までの

距離𝑑との関係を図 16～図 19 に示す．また，それぞれの回

帰式を次式の通りに導出した．それぞれ，式(20)があさお

か台(緩)，式(21)があさおか台(急)，式(22)が半田山，式(23)

が志井鷹羽台を示している． 

𝜃𝑚𝑑𝑎𝑔[mrad] = 66.17 log(𝑑) + 75.10  (20) 

𝜃𝑚𝑑𝑎𝑎[mrad] = 280.22 log(𝑑) + 177.02  (21) 

𝜃𝑚𝑑ℎ[mrad] = 119.75 log(𝑑) + 74.97  (22) 

𝜃𝑚𝑑𝑠[mrad] = 180.31 log(𝑑) + 73.07  (23) 

式(20)～式(23)をそれぞれ式(16)～式(19)に代入すると，そ

れぞれの測定エリアにおける補正項𝐾𝑠は次式となった．式

(24)があさおか台(緩)，式(25)があさおか台(急)，式(26)が半

田山，式(27)が志井鷹羽台を示している． 

𝐾𝑠𝑎𝑔[dB] = 6.11 log(𝑑) + 15.10   (24) 

𝐾𝑠𝑎𝑠[dB] = −34.09 log(𝑑) − 6.65   (25) 

𝐾𝑠ℎ[dB] = −4.41 log(𝑑) + 0.91   (26) 

𝐾𝑠𝑠[dB] = −6.29 log(𝑑) + 7.65   (27) 

よって，式(7)と式(24)，式(7)と式(25)，式(8)と式(26)，式(9)

と式(27)をそれぞれ式(10)に代入すると，それぞれの測定エ

リアにおける伝搬損失推定式𝐿𝑠𝑝は次式となった．式(28)が

あさおか台(緩)，式(29)があさおか台(急)，式(30)が半田山，

式(31)が志井鷹羽台を示している． 

𝐿𝑠𝑝𝑎𝑔[𝑑𝐵] = 27.64 log(𝑑) + 105.38  (28) 

𝐿𝑠𝑝𝑎𝑠[𝑑𝐵] = 67.84 log(𝑑) + 127.14  (29) 

𝐿𝑠𝑝ℎ[𝑑𝐵] = 38.97 log(𝑑) + 121.30  (30) 

𝐿𝑠𝑝𝑠[𝑑𝐵] = 40.84 log(𝑑) + 114.54  (31) 

比較のため，図 20～図 23 にそれぞれの測定エリアにおけ

る，従来法の市街地伝搬損失推定式𝐿𝑝s，測定により求めた

傾斜地の伝搬損失推定式𝐿𝑠𝑚，垂直面角度差分法により補

正した傾斜地の伝搬損失推定式𝐿𝑠𝑝をそれぞれ示す． 

 

 

図 16 垂直面角度差分と距離の関係(あさおか台(緩)) 

 

 

図 17 垂直面角度差分と距離の関係(あさおか台(急)) 

 

 

図 18 垂直面角度差分と距離の関係(半田山) 

 

 

図 19 垂直面角度差分と距離の関係(志井鷹羽台) 
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 図 20，図 21 よりあさおか台では，𝐿𝑠𝑚と𝐿𝑠𝑝は傾きおよ

び定数項が𝐿𝑝𝑠と比較してともに近い値を示しており，𝐿𝑠𝑝

はあさおか台における電波伝搬損失特性をよく近似してい

ることが確認できた． 

 図 22 より半田山では，𝐿𝑠𝑚と𝐿𝑠𝑝は定数項において𝐿𝑠𝑝が

𝐿𝑝𝑠と比較して近い値を示している．𝐿𝑠𝑚と𝐿𝑠𝑝の傾きの値

が他の環境と比べて異なった要因としては，図 18 に示すよ

うに傾斜環境が異なる複数の測定データをまとめて考察し

ているためと考えられる．しかし，図の範囲(0.25～0.78km)

においては，最大約 4dB 程度の差のため，傾きの違いによ

る影響は小さいことが確認できた． 

 図 23 より志井鷹羽台では，𝐿𝑠𝑚と𝐿𝑠𝑝は定数項において

𝐿𝑠𝑝が𝐿𝑝𝑠と比較してより近い値を示していることがわかる．

また，傾きは異なっているが，図の範囲(0.24～0.79km)では

最大約 3dB 程度の差のため，傾きの違いによる影響は小さ

いことが確認できた． 

 以上の結果から，垂直面角度差分𝜃𝑚𝑑を補正式のパラメ

ータとして用いると市街地伝搬損失推定式を補正して傾斜

地の伝搬損失を推定する方法の検討に有効であることがわ

かった． 

 本考察は測定データをもとに行ったが，実際は測定を行

うことなく伝搬損失を推定する必要がある．そこで，補正

項の値を決定している𝐾𝑠と𝜃𝑚𝑑の関係式に着目して考察し

た．表 2に式(16)～式(19)における傾き Aおよび定数項 Bを

まとめたものを示す．補正項として導出する際には各傾き A，

定数項 B が同様な特性を持ち，一般性を有する必要がある

と考える．しかし，現段階では表 2からわかるように，一般

的な特性はみられない．これは，見通しの有無や，道路方向

（横コース，縦コース）の割合などを考慮していないことが

要因として挙げられる．今後はこれらの要因も考慮する必要

があると考える． 

 

表 2 補正項のパラメータ 

 

 

図 20 市街地伝搬損失推定式の補正(あさおか台(緩)) 

 

 

図 21 市街地伝搬損失推定式の補正(あさおか台(急)) 

 

 

図 22 市街地伝搬損失推定式の補正(半田山) 

 

 

図 23 市街地伝搬損失推定式の補正(志井鷹羽台) 
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6. まとめ 

 基地局からの距離が 1km 程度の傾斜環境における伝搬

特性の解明は，サービスエリアの拡充にとって重要な課題

となっている．本研究では市街地伝搬損失推定式に着目し，

傾斜地における補正を目的として，広島市，岡山市，北九

州市にある傾斜団地において携帯電話の電波測定を行い，

異なる傾斜環境を考慮した伝搬損失特性を検討した．結果

を以下に示す． 

 どの測定エリアにおいても基地局からの主ビーム方

向を横切る道路においては，家屋などが障害物となり，

受信レベルが低くなることが確認できた． 

 垂直面角度差分𝜃𝑚𝑑を補正式のパラメータとして用い

ると市街地伝搬損失推定式を補正して傾斜地の伝搬

損失を推定することに有効であることがわかった． 

 各環境において，垂直面角度差分による補正項の関係

式が異なることがわかった． 

今後は見通しの有無や，道路方向の程度を補正に反映さ

せる手法の検討を予定している． 
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